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研研究究要要旨旨：： 
以下の２つの視点を設定し、分担研究を遂行した。 

【研究課題①】 
後期高齢者の質問票（15 問）の検証を多角的視点から行うために、われわれフレイ

ル予防研究を推進しているモデル自治体の中から千葉県柏市をモデルフィールドと

選定した。具体的な研究デザインとして、同市における 2020 年度後期高齢者健康診

断の受診者（20,151 名）を対象とし、後期高齢者の介護認定データベース及び医療/介
護レセプトデータ等を活用して、本 15 項目質問票が要介護新規認定を予測し得るか

を検証した。結果として、後期高齢者の質問票の要介護新規認定に対する予測精度は

総得点における 3 点と 4 点の間を閾値とした場合に最適となることがわかった。ま

た、年齢や併存疾患状況とは独立して、要介護新規認定のハザード比が高いことがわ

かった（調整ハザード比 2.47 倍）。 
【研究課題②】 
 通いの場におけるハイリスク疑いのある高齢住民へのアウトリーチ支援を検討す

るために、従来から全国展開中である「高齢住民サポーター主体のフレイルチェック

活動」に焦点を当てた。高齢住民だけのチェック活動においても、多様なリスク評価

が出来、その中でもハイリスクとされる住民（例：22 項目の中で 8 項目以上が赤シー

ル）を炙り出すことが出来、一体的実施の事業推進を視野に、エビデンスベースでの

ハイリスク抽出を見える化し、その後の専門職による適切な介入の道筋を示すことが

出来た。 
以上より、15 問の質問票による要介護新規認定の予測能の高さも検証でき、さらに全

国における質の高い一体的実施の遂行に向けて、大きな道標となり得る。 
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A．．研研究究目目的的 
 
令和 2 年度より高齢者の保健事業と介

護予防の一体的実施推進が実施され、そ

の中において後期高齢者の 15 問質問票が

健康診断や地域医療現場、介護予防事業

現場等と幅広いフィールドで活用されて

いる。 
この後期高齢者の質問票は従来、特定

健診に用いられてきた質問票と比較する

と、より高齢者の生活機能に即した内容

で構成されており、高齢者の保健事業と 
介護予防事業の橋渡しとして有用である

可能性が期待できる。 
今回、千葉県柏市在住後期高齢者の医

療・介護レセプトデータを活用することで、

【研究課題①】15 項目の頻度や他の評価デ

ータとの比較を行った。さらに、同市におい

て開催されている「高齢住民サポーター主

体のフレイルチェック活動」に焦点を当て、

【研究課題②】通いの場におけるハイリスク

疑いありの者のアウトリーチ支援の構築を

行った。 
 

B．．研研究究方方法法 
1. 高高齢齢者者のの質質問問票票のの信信頼頼性性とと妥妥当当性性のの検検

証証 
 
１）研究デザイン： 医療介護レセプトデ

ータの利活用による前向きコホート研究 
 
２）対象： 対象は千葉県柏市における

2020 年度後期高齢者健康診断の受診者

20,151 名の内（受診率 36.8%）、介護認定

情報不明者、受診前より既認定者、後期高

齢者の質問票に未回答、追跡中に転居／

死亡した者を除外した 18130 名（平均

80.1±4.1 歳、女性 55.1%）である。要介護

認定状況は、2022 年 1 月まで追跡した。

医療レセプトデータより健診受診時の後

期高齢者の質問票、年齢、性別、世帯数、

BMI、ICD-10 コードからチャールソン併

存疾患指数、筋骨格系・結合組織の疾患の

有無を評価した。 
 

2．．通通いいのの場場ににおおけけるるハハイイリリススクク疑疑いいあありり

のの者者ののアアウウトトリリーーチチ支支援援 
 
１）研究デザイン： 介入研究 
 
２）対象： 柏市での住民主体のフレイル

予防活動（フレイルチェック）にて、ハイ

リスク疑いありの高齢者（フレイルチェ

ック総合赤信号数 8 以上：要介護新規認定

率/死亡率が高い状態） 
 フレイルチェック総合赤信号数 8 枚以

上の対象者は、後期高齢者の質問票の重

複数 3 個以上に対して感度 87.5%、特異度

72.5%となっている。 
 
３）方法：事前に医師会、栄養士会等専門

職へ事業説明を実施。該当者のうち、要介

護・要支援認定者および事業対象者を除

くハイリスク疑いの高齢者に対し電話に

て事業説明を行い、必要な専門職への支

援を行う。専門職への支援は、本人の自宅

へ専門職が訪問し指導する。主治医がい

る対象者に対しては、事業に参加する旨

のチラシを本人から主治医へ渡すよう依

頼した。 
 
C. 結結果果 
1. 後後期期高高齢齢者者のの質質問問票票のの信信頼頼性性とと妥妥当当性性

のの検検証証 
 
追跡期間中、727 名（4.0%）が新たに要

介護認定を受けた（追跡日数中央値［4 分

位範囲］= 457［408-519］日）。後期高齢者

の質問票総得点の要介護新規認定に対す

る予測能は中程度であったが（平均

2.3±1.9 点；ROC 曲線下面積=70%）。要介

護新規認定に対する予測精度は総得点 3/4
を閾値とした場合に最適となり（該当率

23%、感度 54%、特異度 78%）、年齢や併

存疾患状況とは独立して要介護新規認定

のハザード率が高かった｛調整ハザード

比（95%信頼区間）＝2.5（2.1-2.9）｝。図１

に結果をまとめた。図１に本研究の概要

を示した。 
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2.通通いいのの場場ににおおけけるるハハイイリリススクク疑疑いいあありり

のの者者ののアアウウトトリリーーチチ支支援援 
  6 月から 12 月に実施したフレイルチェ

ック参加者のうち、ハイリスク疑いのあ

りの者は 49 名であった。そのうち、要介

護・要支援認定者及び事業対象者 11 名を

除く 38 名に事業説明を行った。その結果、

5 名が専門職支援を希望した（男性 3 名、

女性 2 名）。 
  参加を希望した 5 名のうち、2 名が運動

機能、2 名が運動機能と栄養面にて専門職

からの支援を受けている。1 名は今後支援

予定となっている。 
ハイリスク支援を希望しない理由として、

①自分で運動等を行っているので、定期

的なフレイルチェックで自分の状態がわ

かればいい、②コロナ禍のため、③自宅に

来てほしくない、④連絡がつかないであ

った。 
  
D．．結結論論 
1．．高高齢齢者者のの質質問問票票のの信信頼頼性性とと妥妥当当性性のの検検

証証 
千葉県柏市の医療・介護レセプトデー

タを用いた検討により、後期高齢者の質

問票は要介護新規認定を予測可能である

ことを見出した。本質問票を活用したフ

レイル状態の把握と全身疾患状況を踏ま

え、保健指導と介護予防を一体的に取組

むことが、自立期間の延伸に寄与する可

能性がある。 
 
2. 通通いいのの場場ににおおけけるるハハイイリリススクク疑疑いいののああ

るる者者ののアアウウトトリリーーチチ支支援援 
今回は通いの場からのハイリスク疑い

のある高齢者を抽出し、対象者に合わせ

た支援を実施した。通いの場（フレイルチ

ェック）からの抽出方法と並行し、現在 15
問の後期高齢者質問票からのハイリスク

疑いのある者へのアウトリーチ支援も実

施している。通いの場、健診、主治医にお

いて 15 問の後期高齢者質問票を活用した

ハイリスク疑いのある者を抽出は、入り

口は違ってもその後の流れは同じであり、

必要な資源につなげ継続して関わってい

くことが重要である（図２）。今回の対象

者のように、自分で何かしら取り組んで

いるので支援は不要という対象者に対し

ては、地域資源の案内や継続的な質問票

の実施を促していくことも必要であると

考える。今後は、介入の前後評価（実測値

含む）や KDB データを用いた総合的に評

価（介護度、医療費等）することも検討し

ていくことが重要である。 
 
E．．健健康康危危険険情情報報 
 該当なし 
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図２：一体的実施・KDB 活用支援ツール【身体的フレイル（ロコモ含）への対策】 
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